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Ⅰ．東京2020参画プログラムの概要



1. 東京2020参画プログラムとは
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～オリンピック・パラリンピックは参加することに意義がある～

東京2020大会ビジョン

アクション＆
レガシープラン2016

東京2020
参画プログラム

スポーツには世界と未来を変える力がある。
・すべての人が自己ベストを目指し（全員が自己ベスト）
・一人ひとりが互いを認め合い（多様性と調和）
・そして、未来につなげよう（未来への継承）

東京2020大会に参画しよう。そして、未来につなげよう。
・一人でも多くの方が参画【アクション】し、

大会をきっかけにしたアクションの成果を未来に継承する【レガシー】
ためのプラン

様々な組織・団体がオリンピック・パラリンピックとつながりを持ちながら
大会に向けた参画・機運醸成・レガシー創出に向けたアクションが実施でき
る仕組み（組織・団体のアクションへの認証・マーク付与）※

ビジョンの提示

アクションやレガシーの方向性等を提示

※

※出典：JOC HP：http://www.joc.or.jp/olympism/coubertin/
※大会エンブレムは、使用が認められる団体に対して付与されるもの



2. プログラムの枠組み
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東京2020参画プログラム

東京2020
公認プログラム

東京2020
応援プログラム

 各省庁、開催都市、スポンサー、ＪＯ
Ｃ、ＪＰＣ、会場関連自治体、大会放

送権者、が実施

 公認事業としての位置づけ

 非営利団体等が実施
 アクションの裾野を広げ、多くの人々

が参画できることを目指す

東京2020
公認

マーク

東京2020
応援

マーク

スポーツ・健康 街づくり 持続可能性 文化

教育
経済・

テクノロジー
復興

オールジャパン・
世界への発信

＜２つのプログラム＞

＜分野＞

文化
オリンピアード



3. 実施可能な事項と留意事項
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 東京2020公認マークまたは東京2020応援マーク及び各プログラム名の使用

 「オリンピック・パラリンピック」などの文言使用（文言はIOC・IPCの知的財産としての保護対象）

■認証を受けることで実施可能な事項

※１：使用（掲出）方法については組織委員会の確認が必要

■留意事項（マーケティング上の観点）
 マークを付与されるアクションは、スポンサーを除き商用・宣伝目的の製品利用は認められない

 非スポンサー製品等の企業名や製品名に関する配慮が必要

 新規調達の際に適用法令の範囲内でスポンサーからの調達を推奨 等

 「東京2020公認プログラム」：オリンピック・パラリンピック大会そのもの、組織委員会の主催と
誤認されない表現に限り、アクションのタイトルや説明文等への文言使用
例）×：オリンピック・ウォーキング（直接的な形容詞として使用）

○：オリンピックの盛り上げに向けたウォーキング（句として修飾）

 「東京2020応援プログラム」：タイトル以外（説明文等）への文言使用 等

（※１）
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 主催者と参加者、参加者同士のつながり等、新たな関係性を構築することができる
⇒地域が連携して機運を盛り上げていく機会を創出

■地域でつながる（地域住民や関係団体等との連携）

 幅広い交流を通じ、未来に残すべき伝統、知恵等を次の世代に継承する機会を生み出すことができる
⇒幅広い参画・交流や継続的な実施等を通じて、未来（レガシー）につながる機会を創出

■未来につながる（次世代とのつながりやレガシーの創出）

 組織委員会から全国への情報発信を通じ、地域や団体の情報を広くPRすることができる
⇒活動の知名度向上と他団体等との幅広い連携に向けた機会を拡大

■全国とつながる（活動の知名度向上と連携の拡大）

4. プログラム参画のメリット

 オリンピック・パラリンピックとの関連性・つながりを生み出すことができる
⇒アクション主催者・参加者等に東京2020大会に向けた参加感を創出

■東京2020大会とつながる（オリンピック・パラリンピック大会の機運醸成）



5. 2016年8月からの申請対象団体
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東京2020公認プログラム
〈東京2020公認マーク付与〉

東京2020応援プログラム
〈東京2020応援マーク付与〉（※１）

 政府（各省庁）

 開催都市（東京都・区市町村）

 スポンサー

 JOC、JPC

 会場関連自治体（道県・市町）

 大会放送権者

 スポーツ関連

 文化関連

 経済関連

 地域関連

• 日本障がい者スポーツ協会
• 日本スポーツ振興センター
• 日本体育協会

• 日本芸術文化振興会
• 国際交流基金
• 東京都歴史文化財団
• 日本芸能実演家団体協議会

• 経済界協議会
（構成団体※含む）

• 会場関連自治体以外の
府県、政令市

※構成団体：日本経済団体連合会、経済同友会、日本商工会議所、東京商工会議所

※１： 2016年8月からの申請対象は、原則として組織委員会が直接申請を受け付ける団体とし、今後、会場関連自治体
以外の市町村や非営利団体などに、順次拡大する予定

【2016年10月開始】 【2017年度開始。2016年10月から一部先行開始】

※10月以降のアクションが対象



6. 対象となるアクション（審査基準・要件）
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実施の基礎要件

大会ビジョンとの合致

目指すべきレガシーコンセプト等との合致

 公益性、参加可能性、非悪質、非宗教・非政治、安全性、非営利性、適切性を満たすこと
 オリンピック・パラリンピック憲章又はオリンピック・パラリンピックの趣旨に照らして適

切と認められること
 東京2020大会スポンサーのマーケティングルールを順守すること

 以下の審査基準基準を満たすアクションを総合的に審査し、認証する
 詳細はガイドラインを参照

 ①全員が自己ベスト ②多様性と調和 ③未来への継承、の趣旨と合致していること

 8つの分野のいずれかのレガシーコンセプトに合致していること



8

Ⅱ．東京2020文化オリンピアードの概要



東京2020文化オリンピアード
東京2020

フェスティバル（仮称）

2016年10月 2020年5月（予定）

1. 東京2020文化オリンピアードについて

 リオ2016大会後の2016年10月より開始
 東京大会開会前からは、集大成として、「東京2020フェスティバル（仮称） 」を開催

＜名称＞

「東京2020文化オリンピアード」

① 文化の祭典として、あらゆる人々が参加できるプログラムを全都道府県において実施し、
地域を活性化する

② 文化オリンピアードを通じて、多くの若者に文化芸術への参加を促進し、創造性を育成する

＜目標＞
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 大会ビジョン及び４つのレガシーの実現に向けて、2020年までの４年間、様々な主体における多様な取組
により、文化オリンピアードを展開

 文化の祭典としてあらゆる人々が文化オリンピアードに参加し、オールジャパンで盛り上げることで、国
内はもとより、世界中の国・地域から訪れる多くの人々に対し、日本の文化の力を発信

レガシー実現に向けたアクション

コンセプト①：日本文化の再認識と継承・発展 コンセプト②：次世代育成と新たな文化芸術の創造

コンセプト③：日本文化の世界への発信と国際交流
コンセプト④：全国展開によるあらゆる人の参加・交

流と地域の活性化

残すべき４つのレガシーコンセプトの実現

大会ビジョンの実現

全員が自己ベスト 多様性と調和 未来への継承

2. 東京2020文化オリンピアードのコンセプト
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3. 東京2020文化オリンピアード事業対象となる取組
【文化芸術性に関する基準】大会ビジョン及び文化オリンピアードのコンセプトを実現する事業内容かどうかを総合的に審査

文化オリンピアードのコンセプトに基づくもの

①：日本文化の再認識と継承・発展
 日本文化の伝統を正しく伝えるとともに革新的な事業
 次代を担う若者に対し、日本文化のすばらしさについて理解を

促す取組

②：次世代育成と新たな文化芸術の創造
 野心的・挑戦的・実験的取組であり、前例にない新たな芸術表現
 若手の芸術家・キュレーター・アートディレクター、学生に参

加・活躍の機会を与える取組
 新作、初上演、初公演

③：日本文化の世界への発信と国際交流
 オリンピック史に残る大規模かつ創造的なイベント
 新たな文化や多様な文化が融合・調和した日本の文化の魅力を

世界に発信する取組
 世界中の人々があらゆる人種や宗教を超えて、文化芸術を通じ

て参加・交流できる事業

④：全国展開によるあらゆる人の参加・交流と地域の活性化
 芸術展示、舞台芸術、音楽を見せるだけではなく、対話プログラ

ムや実践型ワークショップなど、無料で参加できる事業
 人種、性的指向、障がいなど、多様な背景を持つ人が文化芸術を

通じて、参加・交流できる取組
 地域社会の世代間、地域間を超えて、地域の様々な人々が連携共

同し、地域の課題解決に向けた事業など、地域を盛り上げる取組

大会ビジョンに基づくもの

①：全員が自己ベスト（革新性・新規性）
 大会を契機に新しい取組にチャレンジしてい

る事
 既存事業であっても、新たな試みを取り入れ

ている事

②：多様性と調和（参画性）
 人種や地域、障がいの有無を超え

て、あらゆる人々が参加・交流す
る取組である事

③：未来への継承（レガシー）
 2020年以降を見据えた東京・日本の発

展に寄与する取組である事
 次代を担う若者を鼓舞する取組である事

11
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事業名 実施主体 概要 付与マーク・開始時期

東京2020公認文化

オリンピアード

事業

• 政府（各省庁）
• 開催都市（東京都・区市町村）
• スポンサー企業
• JOC／JPC
• 競技会場都市（道県・市町）

 大会ビジョンの実現に相応し
い文化芸術性の高い取組み

 東京2020組織委員会の管理の
もと実施

公認マーク

(2016年10月開始)

東京2020応援文化

オリンピアード

事業

• 会場関連自治体以外の府県、政令
市

• 日本芸術文化振興会
• 国際交流基金
• 東京都歴史文化財団
• 日本芸能実演家団体協議会

 東京2020大会の機運を醸成す
る事業

 ムーブメントを裾野まで広げ
る

応援マーク

（左記に列挙している団体以
外の非営利団体は2017年度開
始予定）

上記以外の非営利団体

4. 東京2020文化オリンピアードの事業体系



５. 今後の東京2020文化オリンピアードのスケジュール
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東京2020
ﾌｪｽﾃｨﾊﾞﾙ（仮称）

2016年
10月

2020年

東京
2020
大会

レガシーと
して継続

東京2020応援プログラムの対象団体を

拡大・本格実施（※ ）

2017年度
～

START

＜フェーズⅠ＞
キックオフ期間

認証件数の増加、
大会の機運醸成

※ 東京2020文化オリンピアードについてはIOC と継続的な調整が必要なこと、また、立ち上げ時には案件毎の審査を丁寧に行う必要があること等を
鑑みると、2016年10月のスタート時は、まずは対応可能な範囲でスタートさせ、その後、段階的に対象を拡大していく予定

（例）都内の区市町村を経由して申請する非営利団体は、2017年度から申請対象とする予定

2018年度

＜フェーズⅡ＞
拡大期間

＜フェーズⅢ＞
全国展開期間

東京2020
文化オリンピアード

・東京2020公認プログラム開始
・一部の東京2020応援プログラム先行実施



6. 東京2020文化オリンピアード キックオフイベントについて
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【2016年10月7日：日本橋福徳の森 特設ステージ】東京都・アーツカウンシル東京・三井不動産 共催

 江戸の文化の発信地であり、五街道の起点にもなった日本橋から、文化オリンピアードのキックオフ

を宣言し、全国津々浦々での参画を呼びかけ

 また、伝統×革新をテーマとした祝祭的なパフォーマンスによって、日本文化の魅力を国内外に発信

＜概要＞

＜セレモニー＞

 当日は、SHELLY（文化・教
育委員）の掛け声でテープ
カットを行い、キックオフ

 東京2020文化オリンピアー
ドのマークをお披露目



6. 東京2020文化オリンピアード キックオフイベントについて
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＜パフォーマンス＞

 特殊効果を駆使した「映像」と「音」の演出による臨場感の溢れるダイナミック「三番叟」 （日本
舞踊）を藤間勘十郎氏が披露し、4年後の豊かな「みのり」を祈念

 また、能楽界の第一人者、梅若玄祥氏による「吉野天人」を上演。特殊映像を活用し、映し出され
た桜の木と桜吹雪のCG映像が幻想的に変化する様子を演出


